
経済・財政一体改革における重点課題

参考資料

２０２２年１１月２２日

十倉 雅和

中空 麻奈

新浪 剛史

柳川 範之

資料２－２



（期）
90

95

100

105

110

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

実質ＧＤＰ 個⼈消費 設備投資 政府最終消費⽀出

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

16.8 16.8 16.3 16.1 16.3 16.6 19.4 18.0

13.8 14.3 14.6 14.1 15.1

37.0 31.6
14.9

41.8 41.7 42.3 43.4 43.8 43.1 44.8 43.8

2.8 2.0 1.7 2.0 1.3 1.0 5.8 1.6
0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

116 113 111 108 107 108 108 106

51 52 53 54 54 54 55

33 32 32 32 31 31 30 30

交付税特会借⼊⾦ 臨時財政対策債 建設地⽅債

0.5 0.3 0.5

3.7

1.0

3.6

5.0

0.6
0.3

0.3
0.8
0.6

■電⼒・ガス・⾷料品等
価格⾼騰重点⽀援地⽅交付⾦

■原油価格・物価⾼騰対応分

7.2

10

8 

6

4

2

0

（年度）

1

コロナ前への早期復帰

図１ コロナ禍前後のマクロ経済指標の推移
〜感染状況や経済情勢をみながらコロナ前への復帰を図っていくべき〜

 国から地⽅への財政移転、新型コロナ対応地⽅創⽣臨時交付⾦については、今後成果の検証を進めるとともに、経済情勢等
をみながら、順次縮減していくべき。

 地⽅のＰＢ⿊字が続く中で、臨時財政対策債等の早期償還など地⽅の財政健全化を進めるべき。

（備考）図１：内閣府「国⺠経済計算」により作成。⻘破線は、政府最終消費⽀出の2015年Ⅱ期〜2019年Ⅱ期の値の線形近似。図２：内閣官房･内閣府資料及び国と地⽅のシステムワーキング・
＿＿＿＿グループ資料により作成。図３・４：財政制度等審議会資料、地⽅財政計画概要、都道府県・市町村普通会計決算概要及び内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」により作成。

図２ 新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦措置額の推移
〜成果の検証を進め、経済情勢等をみながら順次縮減を図るべき〜

（兆円）

図３ 地⽅の歳⼊と基礎的財政収⽀の推移
〜国からの財政移転により、地⽅のＰＢは⿊字を維持〜

図４ 地⽅の債務残⾼の推移
〜いわば⾚字国債的な意味合いを持つ臨時財政対策債等を早期償還すべき〜
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財政効率の最⼤化
 厳しい財政状況の中、政策効果の最⼤化が図られるよう、歳出効率を⾼めるべき。
 地⽅財政計画の執⾏実績をより検証可能なものとするとともに、地⽅公営企業の経営戦略改定の前倒しに取り組むべき。
 予⾒性を⾼め⺠間投資を誘発するよう計画的な投資予算の当初予算への計上、⼤学ファンドによる⽀援の実効性の検証体制

の早期整備、若⼿研究者のポスト確保など、イノベーション基盤の確⽴に向けた取組を進めるべき。

（備考）図５：総務省「地⽅財政計画概要」「地⽅財政⽩書」により作成。東⽇本⼤震災分を除く。図６：総務省「地⽅財政⽩書」「地⽅公営企業等決算の概要」 により作成。地⽅公営企業法
＿＿＿＿適⽤事業の純損益ベース。図７:内閣府資料により作成。図８：⽂部科学省「研究⼤学における教員の雇⽤状況に関する調査」により作成。

図８ ⼤学教員の職位構成と任期の有無
〜若⼿研究者への安定したポストの提供を促進すべき〜
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図５ 地⽅財政計画と歳出決算の内訳（2021年度）
〜計画と決算で費⽬分類が異なり、対応関係の把握が困難〜
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図６ 公営企業における⾚字事業の割合
〜地⽅公営企業の経営を効率化すべき〜
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図７ 科学技術関係予算
〜科学技術関係予算は補正予算依存が強まっている〜

2016 17 18 19 20 21 22（年度）

（兆円）
9
8
7
6
5
4
3
2
1
0

第５期科学技術基本計画(投資規模26兆円) 第６期(投資規模30兆円)

（兆円）

3.6 3.6 3.8 4.2 4.4 4.1 4.2

0.39 0.37 0.44
0.98

1.8
3.6

132.3

グリーンイノベーション基⾦事業(２兆円)・⼤学ファンド
(10兆円規模)は、執⾏が2021年以降のため、除外。
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図12地⽅⾃治体におけるAI･RPAの導⼊状況(2020年)
〜基礎⾃治体における⾏政ＤＸを抜本強化すべき〜
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図13インフラ維持管理･更新年間費⽤の推計
〜インフラメンテナンスの効率化を進めるべき〜
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図14  所有者不明⼟地⾯積の推移(2020年以降推計)
〜不動産ＩＤ等のデジタルインフラの活⽤により対策を強化すべき〜
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（参考）九州3.6万k㎡、北海道本島7.8万k㎡

図10 ⼈⼝の推移(2025年以降簡易的な低位推計)
〜⼈⼝減に対応可能な経済社会構造を整備すべき〜
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 地⽅を中⼼に⽣産年齢⼈⼝の更なる減少が⾒込まれる中、デジタル化等による地⽅⾏政や公共事業の効率化は待ったなしの課題。
 ⾏政ＤＸの推進や、ドローン･ＡＩ等を⽤いたインフラ維持管理の効率化、不動産ＩＤ等のデジタルインフラ整備を進めるべき。

（年）

2020年→2040年 ⼈⼝変化率 基礎⾃治体数
増加 111 

０〜10％減少 178 
10〜20％減少 253
20〜30％減少 329 
30〜40％減少 385 
40〜50％減少 287 
50％以上減少 139 

図11 基礎⾃治体の⼈⼝変化の分布(中位推計)
〜2040年には約半数の⾃治体で⼈⼝が３割以上減少〜

図９⼤学への主な国費の流れ(2021補正･22当初)
〜複雑化する資⾦の投資効果を⾼める必要〜

国⽴⼤学運営費交付⾦
１兆786億円

私学助成関係予算
4,094億円

競争的研究費
１兆4,274億円の⼀部

⼤学

（備考）図９:内閣府資料及び⽂部科学省資料により作成。国⽴⼤学運営費交付⾦と私学助成関係予算は2021年度補正予算で不措置。運⽤益は2026年度末までに達成する⽬標。図10･11:総務省｢国勢調査｣及び国⽴社会保障･⼈⼝
＿＿＿＿問題研究所｢将来推計⼈⼝｣により作成。図10の推計値は2020年実績値に将来⼈⼝推計の増減幅を⾜し合わせた機械的計算。図12:総務省｢⾃治体ＤＸ･情報化推進概要｣により作成。図13:国⼟交通省公表資料により作成。
＿＿＿＿事後保全ケースは施設機能等の不具合発⽣後に修繕等を⾏う場合、予防保全ケースは施設機能等の不具合発⽣前に修繕等を⾏う場合の推計中央値。図14:国⼟計画協会｢所有者不明⼟地問題研究会最終報告｣により作成。

10兆円規模⼤学ファンド
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